


（ロ）是非についての回答理由

賛成理由については、「日本経済の成長に寄与する」をあげた企業が29.9％と最も回答割合が高かっ
た。次いで「日本が世界から取り残される」が26.4％となっている。一方、反対理由は、「日本経済が衰退
する」が15.7％などとなっている。回答理由のうち、「中小企業にもプラス」をあげた企業は8.9％、「中小
企業にはマイナス」も11.1％にとどまっており、日本経済全体の観点から是非を判断した企業が多かっ
た。
なお、参加をめぐり、賛成の立場からは「プラスかマイナスかは参加してみないとわからないが、時代の
流れで参加せざるを得ない」、「参加することで強い企業がより強くなり、独自性を打ち出せない企業は
衰退する」、反対の立場からは「日本にとって悪条件での参加となる可能性があるので、不可」といった
声が聞かれた。

～賛成理由は「日本経済の成長に寄与する」が29.9％、「日本が世界に取り残される」が26.4％～
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（1）タイとの関係

※調査時期：2011年11月10日～11月16日
　調査対象企業数：製造業588社、有効回答数：584社

企業にタイとの関係について聞いたところ、「生産・営業拠点がある」は1.5％、「拠点はないが、直接
的な取引先がある」が1.7％、「製品納入先等を通じ間接的な取引関係がある」10.3％と、直接・間接的
に関係があるとした企業は13.5％であった。
業種別では、関係があるとした企業の割合が、部品加工型18.1％、機械器具型16.1％と高く、これら

業種でタイとのつながりが深いことがうかがえる。
また、規模別では、従業員「20人～49人」が22.8％、「50人以上」は19.4％の企業が関係ありとしてい
る。

～関係がある企業は13.5％～

図表2－（5）－④　是非についての回答理由（業種別詳細）
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（回答企業の割合　複数回答　単位：％）
図表3－（1）－②　タイとの関係（製造業～業種・従業員規模別）
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（２）直接・間接的な影響の有無

洪水による直接・間接的な影響の有無については、「既に影響が出ている」と回答した企業が3.1％、
「今後影響が予想される」は12.8％であった。「影響はない」は84.1％で、影響ありとする企業は15.9％に
及ぶ。
業種別では、影響ありとする企業の割合は、部品加工型が21.3％、素材型19.9％、機械器具型16.6％

と高い割合となっている。
また、規模が大きいほど影響ありとする企業の割合は高くなっており、従業員「20～49人」、「50人以
上」では約2割の企業に及んでいる。

～「既に影響が出ている」が3.1％、「今後影響が予想される」は12.8％で、15.9％の企業に影響～

（３）影響の内容

影響の内容については、「受注・売上の減少」をあげた企業が48 .4％、「製品出荷・納入の停滞」が
41.9％と回答割合が高かった。以下、「取引・商談等の中止・延期」25.8％、「生産・営業拠点の被災に
伴う事業の停滞」21.5％などとなっている。
なお、販売面での悪影響をあげた企業の割合が高かった一方、仕入面で「資材、部品等調達の停
滞」は7.5％にとどまった。また、調達に支障が生じている物品は、天然甘味料材料、パルプ・紙原料、鋼
材、銅線、配電盤・制御盤部品などとなっている。
その他の影響としては、タイへの進出計画の遅延、日本経済の停滞などの悪影響のほか、設備機械
や建設資材など復興需要の増加といったプラス影響をあげた企業があった。
なお、今年度利益に関しては、65.6％の企業が「減少する」としている。

～「受注・売上の減少」、「製品出荷・納入の停滞」などの影響～

図表3－（3）－②　影響の内容（製造業～業種・従業員規模別）
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製造業全体
素材型
部品加工型
建設関連型
機械器具型
消費財型
その他
1～9人
10～19人
20～49人
50人以上

業 

種 

別

規 

模 

別

図表3－（2）－②　直接・間接的な影響の有無（製造業～業種・従業員規模別）

15.9
19.9
21.3
6.4
16.6
1.8
0.0
10.6
14.3
22.2
20.9

3.1
1.2
3.8
2.1
4.4
0.0
0.0
2.5
1.9
5.1
3.0

12.8
18.7
17.5
4.3
12.2
1.8
0.0
8.1
12.4
17.1
17.9

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0

関係あり 既に影響が
出ている

今後影響が
予想される

影響はない 合計

（回答企業の割合、単位：％） （回答企業の割合　複数回答　単位：％）

製造業全体
素材型
部品加工型
建設関連型
機械器具型
消費財型
その他
1～9人
10～19人
20～49人
50人以上

業 

種 

別

規 

模 

別

84.1
80.0
78.7
93.6
83.4
98.2
100.0
89.4
85.7
77.8
79.1

2.2
0.0
2.6
0.0
2.9
0.0
－
4.8
0.0
2.9
0.0

影響はない
84.1％

今後影響が
予想される
12.8％

既に影響が
出ている
3.1％

図表3－（2）－①　直接・間接的な影響の有無（製造業全体）

0 10 20 30 40 50

その他

復旧費用等コストの増加

資金繰りへの影響

資材、部品等調達の停滞

生産・営業拠点の被災に
伴う事業の停滞

取引・商談等の中止・延期

製品出荷・納入の停滞

受注・売上の減少

図表3－（3）－①　影響の内容（製造業全体）
　　　　　　　　　　　　　　　※「既に影響が出ている」又は「今後影響が予想される」と回答した企業

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

48.4

41.9

25.8

21.5

7.5

3.2

2.2

4.3

2120



（２）直接・間接的な影響の有無

洪水による直接・間接的な影響の有無については、「既に影響が出ている」と回答した企業が3.1％、
「今後影響が予想される」は12.8％であった。「影響はない」は84.1％で、影響ありとする企業は15.9％に
及ぶ。
業種別では、影響ありとする企業の割合は、部品加工型が21.3％、素材型19.9％、機械器具型16.6％

と高い割合となっている。
また、規模が大きいほど影響ありとする企業の割合は高くなっており、従業員「20～49人」、「50人以
上」では約2割の企業に及んでいる。

～「既に影響が出ている」が3.1％、「今後影響が予想される」は12.8％で、15.9％の企業に影響～

（３）影響の内容

影響の内容については、「受注・売上の減少」をあげた企業が48 .4％、「製品出荷・納入の停滞」が
41.9％と回答割合が高かった。以下、「取引・商談等の中止・延期」25.8％、「生産・営業拠点の被災に
伴う事業の停滞」21.5％などとなっている。
なお、販売面での悪影響をあげた企業の割合が高かった一方、仕入面で「資材、部品等調達の停
滞」は7.5％にとどまった。また、調達に支障が生じている物品は、天然甘味料材料、パルプ・紙原料、鋼
材、銅線、配電盤・制御盤部品などとなっている。
その他の影響としては、タイへの進出計画の遅延、日本経済の停滞などの悪影響のほか、設備機械
や建設資材など復興需要の増加といったプラス影響をあげた企業があった。
なお、今年度利益に関しては、65.6％の企業が「減少する」としている。

～「受注・売上の減少」、「製品出荷・納入の停滞」などの影響～

図表3－（3）－②　影響の内容（製造業～業種・従業員規模別）
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洪水による影響を踏まえ、今後実施または検討する対応策について聞いたところ、「海外調達先の多
様化」をあげた企業が6.5％、「海外進出戦略の見直し」5.4％などとなっており、対応策を実施または検
討する企業は低い割合にとどまった。一方、「特に対応策は考えていない」が76.3％と大半を占めた。
業種別では、機械器具型で「海外調達先の多様化」が8.8％、「タイ国内企業との直接・間接的取引

の見直し」11.8％、部品加工型で「海外進出戦略の見直し」が10.3％となっており、これら業種で対応
策を実施または検討する企業の割合が高くなっている。
また、規模別では、従業員「50人以上」で「海外進出戦略の見直し」をあげた企業は21.4％に及ぶ。

～「特に対応策は考えていない」が76.3％～

（４）今後、実施または検討する対応策

図表3－（4）－②　今後、実施または検討する対応策（製造業～業種・従業員規模別）
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拠点の立地
見直し

生産･営業拠
点のタイ国
外への移転

特に対応策
は考えて
いない

その他
タイ国内企業との
直接･間接的
取引の見直し

※「既に影響が出ている」又は「今後影響が予想される」と回答した企業

製造業全体
素材型
部品加工型
建設関連型
機械器具型
消費財型
その他
1～9人
10～19人
20～49人
50人以上

業 

種 

別

規 

模 

別

5.4
6.3
10.3
0.0
0.0
0.0
－ 
4.8
0.0
2.9
21.4

5.4
0.0
2.6
0.0
11.8
0.0
－ 
9.5
4.3
5.7
0.0

業況

売上額

受注残

収益

販売価格

仕入価格

在庫

資金繰り

残業時間

人手

設備状況

前年同期比売上額
前年同期比収益

△9.5
△16.8
2.5

△9.6
6.6

△8.6
△4.5
△11.1
△8.4
△8.6
10.6
4.5
2.4

△0.3
△11.6
△10.9
5.7

△2.7
△6.9
△6.0
△6.0
△5.1
3.8

△4.6

△3.1
△12.0
8.3

△7.7
7.8

△6.6
0.2

△10.1
△6.4
△7.5
13.8
5.1

 　1.7
△1.2
△6.6
△7.8
10.3
△1.2
△8.4
△6.2
△8.0
△6.6
11.8
1.9

△3.3
△20.7
5.0

△5.8
̶
̶
0.8

△5.8
△5.8
△9.1
0.0
3.3
6.6
5.8

△15.7
△10.7
△0.8
△5.8
△2.5
△4.1
0.0
0.0
5.8

△2.5

△26.9
△23.1
△12.8
△15.4
̶
̶

△15.4
△15.6
△6.4
1.3
9.0
3.8
7.7
1.3

△19.2
△14.1
0.0

△1.3
△5.1
△7.7
△2.6
△2.6
△24.4
△24.4

△16.0
△12.0
△5.3
△1.3
̶
̶

△9.3
△1.3
△9.3
△2.7
8.0
9.3
̶
̶

△14.7
△12.0
0.0

△1.4
△4.1
△6.8
△5.3
△6.7
△5.3
△6.7

△25.6
△34.4
△7.8
△26.7
△1.1
△21.1
△17.8
△27.8
△14.4
△18.9
14.4
4.4

△3.3
△4.4
△25.8
△21.3
△2.2
△10.0
△9.0
△7.9
△4.4
△3.3
△8.9
△22.2

△33.3
△28.9
△17.8
△13.3
―
―

△24.4
△13.3
△31.1
△28.9
△2.2
△6.7
2.2
0.0

△17.8
△22.2
0.0

△2.3
△2.2
△2.2
―
―

△15.6
△20.0

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（1）　調査項目別DI

別表1　景気動向調査
（単位：％ポイント）

借入実績（あり）

借入難易度（容易）

設備実績（あり）

設備実施内容

機械設備
更改
23.9

19.7

19.7

18.3

15.5

車　　両

事務機器

機械設備
新増設

29.0

23.4

16.8

15.0

15.5

車　　両

車　　両

28.6

28.6

28.6

14.3

0.0

機械設備
新増設

事務機器 事業用土地
建物

37.5

25.0

12.5

事務機器

車　　両

機械設備
新増設

33.3

22.2

22.2

22.2

0.0

事務機器

機械設備
更改

機械設備
新増設

事業用土地
建物

45.5

27.3

9.1

9.1

0.0

事務機器

機械設備
更改

34.0
22.3
9.4
17.3
12.6
9.5

35.0
21.1
11.9
16.2
15.3
12.2

35.5
28.1
7.4
19.8
5.0
3.3

18.2
9.1
1.3
18.4
9.0
2.6

27.0
14.9
8.0
14.7
9.3
9.3

41.1
29.2
5.6
25.8
11.1
6.7

42.2
42.2
6.7
8.9
－   
－   

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（2）　借入・設備投資 （設備実績は回答企業の割合、設備内容は実施件数の割合で複数回答　単位：％）

－

－

－

機械設備
新増設

機械設備
更改

事業用土地
建物

事業用土地
建物

車　　両

事業用土地
建物

車　　両

－－

事業用土地
建物

事務機器

機械設備
更改 －－

来期予定

難しい

来期予定

0 10 20 30 40 50 60 70 80

特に対応策は考えていない

その他

生産・営業拠点のタイ国外
への移転

タイ国内企業との直接・間接的
取引の見直し

既存海外拠点の立地見直し

海外進出戦略の見直し

海外調達先の多様化

図表3－（4）－①　今後、実施または検討する対応策（製造業全体）
　　　　　　　　　　　　　　　※「既に影響が出ている」又は「今後影響が予想される」と回答した企業

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

6.5

5.4

5.4

5.4

2.2

3.2

76.3

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）
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洪水による影響を踏まえ、今後実施または検討する対応策について聞いたところ、「海外調達先の多
様化」をあげた企業が6.5％、「海外進出戦略の見直し」5.4％などとなっており、対応策を実施または検
討する企業は低い割合にとどまった。一方、「特に対応策は考えていない」が76.3％と大半を占めた。
業種別では、機械器具型で「海外調達先の多様化」が8.8％、「タイ国内企業との直接・間接的取引

の見直し」11.8％、部品加工型で「海外進出戦略の見直し」が10.3％となっており、これら業種で対応
策を実施または検討する企業の割合が高くなっている。
また、規模別では、従業員「50人以上」で「海外進出戦略の見直し」をあげた企業は21.4％に及ぶ。

～「特に対応策は考えていない」が76.3％～

（４）今後、実施または検討する対応策

図表3－（4）－②　今後、実施または検討する対応策（製造業～業種・従業員規模別）

6.5
0.0
7.7
0.0
8.8
0.0
－
9.5
4.3
5.7
7.1

5.4
6.3
7.7
0.0
2.9
0.0
－
4.8
0.0
5.7
14.3

2.2
6.3
2.6
0.0
0.0
0.0
－
0.0
4.3
2.9
0.0

3.2
12.5
0.0
0.0
2.9
0.0
－
4.8
0.0
2.9
7.1

76.3
75.0
76.9
100.0
73.5
100.0
－      
76.2
78.3
77.1
71.4

海外調達先
の多様化

海外進出
戦略の
見直し

既存海外
拠点の立地
見直し

生産･営業拠
点のタイ国
外への移転

特に対応策
は考えて
いない

その他
タイ国内企業との
直接･間接的
取引の見直し

※「既に影響が出ている」又は「今後影響が予想される」と回答した企業

製造業全体
素材型
部品加工型
建設関連型
機械器具型
消費財型
その他
1～9人
10～19人
20～49人
50人以上

業 

種 

別

規 

模 

別

5.4
6.3
10.3
0.0
0.0
0.0
－ 
4.8
0.0
2.9
21.4

5.4
0.0
2.6
0.0
11.8
0.0
－ 
9.5
4.3
5.7
0.0

業況

売上額

受注残

収益

販売価格

仕入価格

在庫

資金繰り

残業時間

人手

設備状況

前年同期比売上額
前年同期比収益

△9.5
△16.8
2.5

△9.6
6.6

△8.6
△4.5
△11.1
△8.4
△8.6
10.6
4.5
2.4

△0.3
△11.6
△10.9
5.7

△2.7
△6.9
△6.0
△6.0
△5.1
3.8

△4.6

△3.1
△12.0
8.3

△7.7
7.8

△6.6
0.2

△10.1
△6.4
△7.5
13.8
5.1

 　1.7
△1.2
△6.6
△7.8
10.3
△1.2
△8.4
△6.2
△8.0
△6.6
11.8
1.9

△3.3
△20.7
5.0

△5.8
̶
̶
0.8

△5.8
△5.8
△9.1
0.0
3.3
6.6
5.8

△15.7
△10.7
△0.8
△5.8
△2.5
△4.1
0.0
0.0
5.8

△2.5

△26.9
△23.1
△12.8
△15.4
̶
̶

△15.4
△15.6
△6.4
1.3
9.0
3.8
7.7
1.3

△19.2
△14.1
0.0

△1.3
△5.1
△7.7
△2.6
△2.6
△24.4
△24.4

△16.0
△12.0
△5.3
△1.3
̶
̶

△9.3
△1.3
△9.3
△2.7
8.0
9.3
̶
̶

△14.7
△12.0
0.0

△1.4
△4.1
△6.8
△5.3
△6.7
△5.3
△6.7

△25.6
△34.4
△7.8
△26.7
△1.1
△21.1
△17.8
△27.8
△14.4
△18.9
14.4
4.4

△3.3
△4.4
△25.8
△21.3
△2.2
△10.0
△9.0
△7.9
△4.4
△3.3
△8.9
△22.2

△33.3
△28.9
△17.8
△13.3
―
―

△24.4
△13.3
△31.1
△28.9
△2.2
△6.7
2.2
0.0

△17.8
△22.2
0.0

△2.3
△2.2
△2.2
―
―

△15.6
△20.0

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

来期見通し

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（1）　調査項目別DI

別表1　景気動向調査
（単位：％ポイント）

借入実績（あり）

借入難易度（容易）

設備実績（あり）

設備実施内容

機械設備
更改
23.9

19.7

19.7

18.3

15.5

車　　両

事務機器

機械設備
新増設

29.0

23.4

16.8

15.0

15.5

車　　両

車　　両

28.6

28.6

28.6

14.3

0.0

機械設備
新増設

事務機器 事業用土地
建物

37.5

25.0

12.5

事務機器

車　　両

機械設備
新増設

33.3

22.2

22.2

22.2

0.0

事務機器

機械設備
更改

機械設備
新増設

事業用土地
建物

45.5

27.3

9.1

9.1

0.0

事務機器

機械設備
更改

34.0
22.3
9.4
17.3
12.6
9.5

35.0
21.1
11.9
16.2
15.3
12.2

35.5
28.1
7.4
19.8
5.0
3.3

18.2
9.1
1.3
18.4
9.0
2.6

27.0
14.9
8.0
14.7
9.3
9.3

41.1
29.2
5.6
25.8
11.1
6.7

42.2
42.2
6.7
8.9
－   
－   

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（2）　借入・設備投資 （設備実績は回答企業の割合、設備内容は実施件数の割合で複数回答　単位：％）

－

－

－

機械設備
新増設

機械設備
更改

事業用土地
建物

事業用土地
建物

車　　両

事業用土地
建物

車　　両

－－

事業用土地
建物

事務機器

機械設備
更改 －－

来期予定

難しい

来期予定

0 10 20 30 40 50 60 70 80

特に対応策は考えていない

その他

生産・営業拠点のタイ国外
への移転

タイ国内企業との直接・間接的
取引の見直し

既存海外拠点の立地見直し

海外進出戦略の見直し

海外調達先の多様化

図表3－（4）－①　今後、実施または検討する対応策（製造業全体）
　　　　　　　　　　　　　　　※「既に影響が出ている」又は「今後影響が予想される」と回答した企業

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

6.5

5.4

5.4

5.4

2.2

3.2

76.3

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）
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経営上の問題点
（上位5項目）

当面の重点施策
（上位5項目）

44.4

43.1

29.0

14.2

11.3

61.9

58.7

21.2

13.5

10.0

44.2

39.1

29.6

19.5

15.7

67.5

58.4

22.3

21.4

11.5

48.8

42.1

22.3

15.7

14.0

68.6

53.7

29.8

23.1

9.9

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

利幅の縮小売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

商品物件の
不足

利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小

原材料高 原材料高

大型店との
競争激化

料金の値下げ要請
人件費の増加

大手企業との競争
激化/材料価格の上昇

同業者間の
競争激化

納入先からの
値下げ要請

納入先からの
値下げ要請

納入先からの
値下げ要請

輸入品との
競争激化

商店街集客力
の低下

大手企業との競争
激化/取引先の減少

代金回収の
悪化

売上の停滞･
減少

経費節減

販路を広げる販路を広げる 経費節減

販路を広げる

経費節減

経費節減

販路を広げる

経費節減 経費節減

売れ筋商品の
取扱い

経費節減

販路を広げる 販路を広げる
/情報力の強化

大手企業との
競争激化

情報力の強化 新製品・技術
の開発

情報力の強化

品揃えの改善

教育訓練の
強化

技術力を
高める

提携先を
見つける

人材の確保

新製品・技術
の開発

情報力の強化 品揃えの充実

仕入先の
開拓・選別

技術力の強化

情報力の強化

宣伝・広告
の強化

人材の確保 人材の確保 人材の確保

宣伝・広告
の強化

宣伝・広告
の強化

人材確保/不動産
の有効活用

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（3）　経営上の問題点、当面の重点施策 （回答企業の割合　複数回答　単位：％）

（注）有効回答企業数：912社

別表2　特別調査～平成24年の経営見通し等について

（1）　日本の景気見通し

47.4

39.7

28.2

23.1

10.3

71.8

33.3

20.5

11.5

10.3

54.7

37.3

16.0

12.0

10.7

52.0

48.0

21.3

20.0

16.0

57.8

42.2

37.8

14.4

11.1

68.9

61.1

32.2

26.7

6.7

64.4

44.4

42.2

35.6

20.0

55.6

46.7

44.4

13.3

8.9

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

（3）　新事業分野への取り組み
　　  ～この５年間に新たに取り組んだ事業分野、今後期待する事業分野～

0.1
0.2
4.2
16.3
43.5
31.1
4.6

0.0
0.4
4.6
15.8
45.7
29.2
4.3

0.0
0.0
2.7
14.2
47.8
33.6
1.7

0.0
0.0
3.0
15.2
36.4
37.9
7.5

1.5
0.0
4.5
17.9
31.3
38.8
6.0

0.0
0.0
5.1
20.5
39.7
28.2
6.4

0.0
0.0
2.3
18.6
41.9
32.6
4.6

（回答企業の割合　単位：％）

非常に良い
良い
やや良い
普通
やや悪い
悪い
非常に悪い

（2）　売上額伸び率の見通し
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
0.8
1.5
7.8
20.0
38.2
22.9
5.8
1.1
1.9

0.7
1.8
9.4
21.6
34.8
24.0
5.0
0.7
1.8

0.9
1.8
6.2
23.0
39.7
19.5
6.2
2.7
0.0

0.0
0.0
4.5
13.6
53.0
19.7
3.0
1.5
4.5

1.5
3.0
10.4
22.4
32.8
19.4
10.4
0.0
0.0

0.0
0.0
3.8
8.9
44.2
29.1
8.9
1.3
3.8

2.3
0.0
0.0
18.6
51.2
16.3
7.0
2.3
2.3

（回答企業の割合　単位：％）

30％以上の増加
20～29％の増加
10～19％の増加
10％未満の増加
変わらない
10％未満の減少
10～19％の減少
20～29％の減少
30％以上の減少

（注）有効回答企業数：915社

別表3　特別調査～ＴＰＰに対する意識について

（1）　ＴＰＰに対する理解度
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

2.8

42.8

47.4
7.0

2.8

45.6

45.6
6.0

3.5

50.4

40.7
5.3

1.5

22.7

60.6
15.2

1.5

40.3

52.2
6.0

3.7

29.6

56.8
9.9

4.6

46.5

41.9
7.0

（回答企業の割合　単位：％）

詳細に至るまで
理解している
大体のところは
理解している
多少は理解している
知らない

（2）　参加のメリット
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

17.9

10.6

7.9

5.8

4.9

0.7
35.4
32.3

19.7

13.6

10.3

5.9

5.0

0.4
31.8
31.1

17.7

12.4

8.8

8.0

13.3

1.8
28.3
32.7

15.2

3.0

0.0

6.1

3.0

0.0
34.8
43.9

7.5

0.0

4.5

4.5

1.5

1.5
62.7
26.9

13.6

8.6

1.2

4.9

0.0

1.2
42.0
37.0

25.6

0.0

4.7

2.3

0.0

0.0
46.5
27.9

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

資材等の調達でコ
ストダウンが図れる
外需拡大に伴い
受注･売上が増加
国内外でビジネス
チャンスが拡大
自社商品の価格
競争力が高まる
貿易取引がやり
易くなる
その他
メリットはない
わからない

環境・エネルギー

海外市場開拓
（海外展開、輸出等）

情報通信

健康・医療

観光・地域活性化

介護・福祉

外国人向けビジネス
（国内）

農林水産業

その他

特になし

9.2
20.0

4.2

8.2
3.0
4.2
2.0
5.4
1.9
4.5
0.9
3.2

0.3

1.8
0.2
1.4
1.1
0.8
78.5
56.4

9.9
22.6

5.5

11.2
2.8
4.6
2.4
6.1
1.1
3.1
0.6
2.4

0.2

1.7
0.4
1.8
1.1
0.9
76.9
52.8

9.7
16.8

5.3

8.8
3.5
3.5
2.7
7.1
1.8
5.3
2.7
4.4

0.9

3.5
0.0
0.9
0.9
0.9
77.9
56.6

3.0
6.1

1.5

1.5
1.5
1.5
0.0
0.0
3.0
9.1
0.0
1.5

0.0

0.0
0.0
1.5
0.0
0.0
90.9
75.8

13.4
19.4

1.5

3.0
7.5
4.5
1.5
4.5
1.5
6.0
1.5
6.0

0.0

3.0
0.0
1.5
4.5
1.5
68.7
49.3

9.0
21.8

0.0

0.0
1.3
2.6
1.3
2.6
2.6
2.6
1.3
3.8

0.0

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
85.9
71.8

2.3
14.0

0.0

2.3
2.3
7.0
0.0
7.0
9.3
14.0
0.0
7.0

2.3

2.3
0.0
0.0
0.0
0.0
83.7
53.5

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後もなし

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（回答企業の割合　複数回答　単位：％）
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経営上の問題点
（上位5項目）

当面の重点施策
（上位5項目）

44.4

43.1

29.0

14.2

11.3

61.9

58.7

21.2

13.5

10.0

44.2

39.1

29.6

19.5

15.7

67.5

58.4

22.3

21.4

11.5

48.8

42.1

22.3

15.7

14.0

68.6

53.7

29.8

23.1

9.9

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

利幅の縮小売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

売上の停滞･
減少

同業者間の
競争激化

商品物件の
不足

利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小 利幅の縮小

原材料高 原材料高

大型店との
競争激化

料金の値下げ要請
人件費の増加

大手企業との競争
激化/材料価格の上昇

同業者間の
競争激化

納入先からの
値下げ要請

納入先からの
値下げ要請

納入先からの
値下げ要請

輸入品との
競争激化

商店街集客力
の低下

大手企業との競争
激化/取引先の減少

代金回収の
悪化

売上の停滞･
減少

経費節減

販路を広げる販路を広げる 経費節減

販路を広げる

経費節減

経費節減

販路を広げる

経費節減 経費節減

売れ筋商品の
取扱い

経費節減

販路を広げる 販路を広げる
/情報力の強化

大手企業との
競争激化

情報力の強化 新製品・技術
の開発

情報力の強化

品揃えの改善

教育訓練の
強化

技術力を
高める

提携先を
見つける

人材の確保

新製品・技術
の開発

情報力の強化 品揃えの充実

仕入先の
開拓・選別

技術力の強化

情報力の強化

宣伝・広告
の強化

人材の確保 人材の確保 人材の確保

宣伝・広告
の強化

宣伝・広告
の強化

人材確保/不動産
の有効活用

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（3）　経営上の問題点、当面の重点施策 （回答企業の割合　複数回答　単位：％）

（注）有効回答企業数：912社

別表2　特別調査～平成24年の経営見通し等について

（1）　日本の景気見通し

47.4

39.7

28.2

23.1

10.3

71.8

33.3

20.5

11.5

10.3

54.7

37.3

16.0

12.0

10.7

52.0

48.0

21.3

20.0

16.0

57.8

42.2

37.8

14.4

11.1

68.9

61.1

32.2

26.7

6.7

64.4

44.4

42.2

35.6

20.0

55.6

46.7

44.4

13.3

8.9

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

（3）　新事業分野への取り組み
　　  ～この５年間に新たに取り組んだ事業分野、今後期待する事業分野～

0.1
0.2
4.2
16.3
43.5
31.1
4.6

0.0
0.4
4.6
15.8
45.7
29.2
4.3

0.0
0.0
2.7
14.2
47.8
33.6
1.7

0.0
0.0
3.0
15.2
36.4
37.9
7.5

1.5
0.0
4.5
17.9
31.3
38.8
6.0

0.0
0.0
5.1
20.5
39.7
28.2
6.4

0.0
0.0
2.3
18.6
41.9
32.6
4.6

（回答企業の割合　単位：％）

非常に良い
良い
やや良い
普通
やや悪い
悪い
非常に悪い

（2）　売上額伸び率の見通し
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
0.8
1.5
7.8
20.0
38.2
22.9
5.8
1.1
1.9

0.7
1.8
9.4
21.6
34.8
24.0
5.0
0.7
1.8

0.9
1.8
6.2
23.0
39.7
19.5
6.2
2.7
0.0

0.0
0.0
4.5
13.6
53.0
19.7
3.0
1.5
4.5

1.5
3.0
10.4
22.4
32.8
19.4
10.4
0.0
0.0

0.0
0.0
3.8
8.9
44.2
29.1
8.9
1.3
3.8

2.3
0.0
0.0
18.6
51.2
16.3
7.0
2.3
2.3

（回答企業の割合　単位：％）

30％以上の増加
20～29％の増加
10～19％の増加
10％未満の増加
変わらない
10％未満の減少
10～19％の減少
20～29％の減少
30％以上の減少

（注）有効回答企業数：915社

別表3　特別調査～ＴＰＰに対する意識について

（1）　ＴＰＰに対する理解度
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

2.8

42.8

47.4
7.0

2.8

45.6

45.6
6.0

3.5

50.4

40.7
5.3

1.5

22.7

60.6
15.2

1.5

40.3

52.2
6.0

3.7

29.6

56.8
9.9

4.6

46.5

41.9
7.0

（回答企業の割合　単位：％）

詳細に至るまで
理解している
大体のところは
理解している
多少は理解している
知らない

（2）　参加のメリット
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

17.9

10.6

7.9

5.8

4.9

0.7
35.4
32.3

19.7

13.6

10.3

5.9

5.0

0.4
31.8
31.1

17.7

12.4

8.8

8.0

13.3

1.8
28.3
32.7

15.2

3.0

0.0

6.1

3.0

0.0
34.8
43.9

7.5

0.0

4.5

4.5

1.5

1.5
62.7
26.9

13.6

8.6

1.2

4.9

0.0

1.2
42.0
37.0

25.6

0.0

4.7

2.3

0.0

0.0
46.5
27.9

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

資材等の調達でコ
ストダウンが図れる
外需拡大に伴い
受注･売上が増加
国内外でビジネス
チャンスが拡大
自社商品の価格
競争力が高まる
貿易取引がやり
易くなる
その他
メリットはない
わからない

環境・エネルギー

海外市場開拓
（海外展開、輸出等）

情報通信

健康・医療

観光・地域活性化

介護・福祉

外国人向けビジネス
（国内）

農林水産業

その他

特になし

9.2
20.0

4.2

8.2
3.0
4.2
2.0
5.4
1.9
4.5
0.9
3.2

0.3

1.8
0.2
1.4
1.1
0.8
78.5
56.4

9.9
22.6

5.5

11.2
2.8
4.6
2.4
6.1
1.1
3.1
0.6
2.4

0.2

1.7
0.4
1.8
1.1
0.9
76.9
52.8

9.7
16.8

5.3

8.8
3.5
3.5
2.7
7.1
1.8
5.3
2.7
4.4

0.9

3.5
0.0
0.9
0.9
0.9
77.9
56.6

3.0
6.1

1.5

1.5
1.5
1.5
0.0
0.0
3.0
9.1
0.0
1.5

0.0

0.0
0.0
1.5
0.0
0.0
90.9
75.8

13.4
19.4

1.5

3.0
7.5
4.5
1.5
4.5
1.5
6.0
1.5
6.0

0.0

3.0
0.0
1.5
4.5
1.5
68.7
49.3

9.0
21.8

0.0

0.0
1.3
2.6
1.3
2.6
2.6
2.6
1.3
3.8

0.0

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
85.9
71.8

2.3
14.0

0.0

2.3
2.3
7.0
0.0
7.0
9.3
14.0
0.0
7.0

2.3

2.3
0.0
0.0
0.0
0.0
83.7
53.5

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後期待

今後もなし

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
（回答企業の割合　複数回答　単位：％）
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（3）　参加のデメリット
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

21.7

16.6

12.5

11.1

1.0

0.4
22.5
36.1

26.8

20.4

12.7

15.1

0.6

0.2
18.0
32.5

23.0

14.2

19.5

8.8

2.7

1.8
16.8
39.8

16.7

18.2

9.1

1.5

0.0

0.0
30.3
36.4

10.4

7.5

6.0

0.0

4.5

1.5
40.3
41.8

6.2

4.9

9.9

6.2

0.0

0.0
37.0
44.4

7.0

9.3

11.6

7.0

0.0

0.0
27.9
46.5

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

海外商品との低価
格競争が激化
海外商品の流入で
受注･売上が減少
外国企業参入に
よる企業間競争
取引企業等の生産
拠点の海外移転
農業の打撃に伴う
事業の縮小･撤退
その他
デメリットはない
わからない

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

29.9

26.4

15.7

11.1

8.9

6.8

5.7

3.8

1.2

日本経済の成長に
寄与するから
日本が世界から
取り残される
日本経済が衰退する
中小企業には
マイナス
中小企業にもプラス
外圧で日本の主体
性が失われる
農業分野の産業が
活性化される
農業が大打撃を
受ける
その他

（4）　参加が事業に及ぼす影響
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

1.2

17.3

18.5

4.4

20.8
37.8

1.3

19.3

21.8

4.2

17.1
36.3

1.8

19.5

19.5

3.5

17.7
38.0

1.5

7.6

16.7

6.1

19.7
48.4

1.5

11.9

14.9

4.5

35.8
31.3

0.0

11.1

7.4

3.7

35.8
42.0

0.0

20.9

2.3

7.0

25.6
44.2

（回答企業の割合　単位：％）

大きなプラス影響が
期待できる
多少プラス影響が
期待できる
多少マイナス影響
が懸念される
大きなマイナス影響
が懸念される
影響はない
わからない

（5）　参加の是非について

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
15.2

32.9

16.0

4.6

31.3

（回答企業の割合　単位：％）

参加すべきである
どちらかといえば
参加した方がよい
どちらかといえば参
加しない方がよい
参加は取りやめる
べきである
わからない

イ.参加の是非

16.0

35.6

16.3

3.5

28.6

19.5

28.3

17.7

5.3

29.2

1.5

24.2

21.2

6.1

47.0

10.6

34.8

12.1

9.1

33.3

20.0

21.3

15.0

5.0

38.7

14.0

41.9

7.0

7.0

30.1

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　単位：％）

生産･営業拠点がある
拠点はないが､直接
的な取引先がある
製品納入先等を通じ
間接的な取引先がある
関係はないほか

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）ロ.是非についての回答理由

32.1

27.0

15.2

11.7

9.9

6.6

5.1

3.3

0.9

36.3

27.4

19.5

12.4

14.2

6.2

7.1

5.3

0.9

21.2

15.2

16.7

15.2

6.1

4.5

6.1

4.5

1.5

13.6

31.8

16.7

7.6

7.6

10.6

1.5

4.5

0.0

27.5

21.3

15.0

6.3

2.5

7.5

10.0

3.8

3.8

27.9

34.9

9.3

7.0

0.0

7.0

7.0

4.7

2.3

（1）　タイとの関係

別表4　特別調査～タイの洪水が企業経営に及ぼす影響について
（注）有効回答企業数：製造業584社

1.5

1.7

10.3

86.5

2.5

1.3

7.5

88.7

2.2

1.1

14.8

81.9

0.0

2.1

2.1

95.7

1.5

1.9

12.7

83.9

0.0

1.8

0.0

98.2

0.0

7.1

0.0

92.9

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　単位：％）

既に影響が出ている
今後影響が予想される
影響はない

（2）　直接・間接的な影響の有無

3.1
12.8
84.1

1.2
18.7
80.0

3.8
17.5
78.7

2.1
4.3
93.6

4.4
12.2
83.4

0.0
1.8
98.2

0.0
0.0

100.0

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他
大幅に減少する
多少減少する
影響はない
その他

1.1
64.5
25.8
8.6

0.0
81.2
18.8
0.0

2.6
59.0
28.2
10.2

0.0
33.3
33.3
33.3

0.0
67.6
26.5
5.9

0.0
0.0
0.0

100.0

－   
－   
－   
－   

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

受注･売上の減少
製品出荷･納入の停滞
取引･商談等の中止･延期

資材､部品等調達の停滞
資金繰りへの影響
復旧費用等コストの増加
その他

生産･営業拠点の被
災に伴う事業の停滞

48.4
41.9
25.8

21.5

7.5
3.2
2.2
4.3

50.0
25.0
18.8

25.0

12.5
0.0
0.0
0.0

53.8
38.5
17.9

23.1

5.1
7.7
2.6
2.6

33.3
0.0
33.3

0.0

0.0
0.0
0.0
33.3

44.1
58.8
38.2

20.6

8.8
0.0
2.9
2.9

0.0
0.0
0.0

0.0

0.0
0.0
0.0

100.0

－   
－   
－   

－   

－   
－   
－   
－   

（3）　影響の内容
　　  ※「既に影響が出ている」「今後影響が予想される」と回答した企業

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

海外調達先の多様化
海外進出戦略の見直し
既存海外拠点の
立地見直し
タイ国内企業との直接･
間接的取引の見直し
生産･営業拠点の
タイ国外への移転
その他
特に対応策は
考えていない

6.5
5.4

5.4

5.4

2.2

3.2

76.3

0.0
6.3

6.3

0.0

6.3

12.5

75.0

7.7
10.3

7.7

2.6

2.6

0.0

76.9

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

8.8
0.0

2.9

11.8

0.0

2.9

73.5

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

－   
－   

－   

－   

－   

－   

－   

（4）　今後、実施または検討する対応策
　　  ※「既に影響が出ている」「今後影響が予想される」と回答した企業

（回答企業の割合　単位：％）

（5）　利益への影響
　　  ※「既に影響が出ている」「今後影響が予想される」と回答した企業
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（3）　参加のデメリット
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

21.7

16.6

12.5

11.1

1.0

0.4
22.5
36.1

26.8

20.4

12.7

15.1

0.6

0.2
18.0
32.5

23.0

14.2

19.5

8.8

2.7

1.8
16.8
39.8

16.7

18.2

9.1

1.5

0.0

0.0
30.3
36.4

10.4

7.5

6.0

0.0

4.5

1.5
40.3
41.8

6.2

4.9

9.9

6.2

0.0

0.0
37.0
44.4

7.0

9.3

11.6

7.0

0.0

0.0
27.9
46.5

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

海外商品との低価
格競争が激化
海外商品の流入で
受注･売上が減少
外国企業参入に
よる企業間競争
取引企業等の生産
拠点の海外移転
農業の打撃に伴う
事業の縮小･撤退
その他
デメリットはない
わからない

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

29.9

26.4

15.7

11.1

8.9

6.8

5.7

3.8

1.2

日本経済の成長に
寄与するから
日本が世界から
取り残される
日本経済が衰退する
中小企業には
マイナス
中小企業にもプラス
外圧で日本の主体
性が失われる
農業分野の産業が
活性化される
農業が大打撃を
受ける
その他

（4）　参加が事業に及ぼす影響
総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

1.2

17.3

18.5

4.4

20.8
37.8

1.3

19.3

21.8

4.2

17.1
36.3

1.8

19.5

19.5

3.5

17.7
38.0

1.5

7.6

16.7

6.1

19.7
48.4

1.5

11.9

14.9

4.5

35.8
31.3

0.0

11.1

7.4

3.7

35.8
42.0

0.0

20.9

2.3

7.0

25.6
44.2

（回答企業の割合　単位：％）

大きなプラス影響が
期待できる
多少プラス影響が
期待できる
多少マイナス影響
が懸念される
大きなマイナス影響
が懸念される
影響はない
わからない

（5）　参加の是非について

総　合 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業
15.2

32.9

16.0

4.6

31.3

（回答企業の割合　単位：％）

参加すべきである
どちらかといえば
参加した方がよい
どちらかといえば参
加しない方がよい
参加は取りやめる
べきである
わからない

イ.参加の是非

16.0

35.6

16.3

3.5

28.6

19.5

28.3

17.7

5.3

29.2

1.5

24.2

21.2

6.1

47.0

10.6

34.8

12.1

9.1

33.3

20.0

21.3

15.0

5.0

38.7

14.0

41.9

7.0

7.0

30.1

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　単位：％）

生産･営業拠点がある
拠点はないが､直接
的な取引先がある
製品納入先等を通じ
間接的な取引先がある
関係はないほか

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）ロ.是非についての回答理由

32.1

27.0

15.2

11.7

9.9

6.6

5.1

3.3

0.9

36.3

27.4

19.5

12.4

14.2

6.2

7.1

5.3

0.9

21.2

15.2

16.7

15.2

6.1

4.5

6.1

4.5

1.5

13.6

31.8

16.7

7.6

7.6

10.6

1.5

4.5

0.0

27.5

21.3

15.0

6.3

2.5

7.5

10.0

3.8

3.8

27.9

34.9

9.3

7.0

0.0

7.0

7.0

4.7

2.3

（1）　タイとの関係

別表4　特別調査～タイの洪水が企業経営に及ぼす影響について
（注）有効回答企業数：製造業584社

1.5

1.7

10.3

86.5

2.5

1.3

7.5

88.7

2.2

1.1

14.8

81.9

0.0

2.1

2.1

95.7

1.5

1.9

12.7

83.9

0.0

1.8

0.0

98.2

0.0

7.1

0.0

92.9

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　単位：％）

既に影響が出ている
今後影響が予想される
影響はない

（2）　直接・間接的な影響の有無

3.1
12.8
84.1

1.2
18.7
80.0

3.8
17.5
78.7

2.1
4.3
93.6

4.4
12.2
83.4

0.0
1.8
98.2

0.0
0.0

100.0

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他
大幅に減少する
多少減少する
影響はない
その他

1.1
64.5
25.8
8.6

0.0
81.2
18.8
0.0

2.6
59.0
28.2
10.2

0.0
33.3
33.3
33.3

0.0
67.6
26.5
5.9

0.0
0.0
0.0

100.0

－   
－   
－   
－   

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

受注･売上の減少
製品出荷･納入の停滞
取引･商談等の中止･延期

資材､部品等調達の停滞
資金繰りへの影響
復旧費用等コストの増加
その他

生産･営業拠点の被
災に伴う事業の停滞

48.4
41.9
25.8

21.5

7.5
3.2
2.2
4.3

50.0
25.0
18.8

25.0

12.5
0.0
0.0
0.0

53.8
38.5
17.9

23.1

5.1
7.7
2.6
2.6

33.3
0.0
33.3

0.0

0.0
0.0
0.0
33.3

44.1
58.8
38.2

20.6

8.8
0.0
2.9
2.9

0.0
0.0
0.0

0.0

0.0
0.0
0.0

100.0

－   
－   
－   

－   

－   
－   
－   
－   

（3）　影響の内容
　　  ※「既に影響が出ている」「今後影響が予想される」と回答した企業

製造業 素材型 部品加工型 建設関連型 機械器具型 消費財型 その他

（回答企業の割合　複数回答　単位：％）

海外調達先の多様化
海外進出戦略の見直し
既存海外拠点の
立地見直し
タイ国内企業との直接･
間接的取引の見直し
生産･営業拠点の
タイ国外への移転
その他
特に対応策は
考えていない

6.5
5.4

5.4

5.4

2.2

3.2

76.3

0.0
6.3

6.3

0.0

6.3

12.5

75.0

7.7
10.3

7.7

2.6

2.6

0.0

76.9

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

8.8
0.0

2.9

11.8

0.0

2.9

73.5

0.0
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

－   
－   

－   

－   

－   

－   

－   

（4）　今後、実施または検討する対応策
　　  ※「既に影響が出ている」「今後影響が予想される」と回答した企業

（回答企業の割合　単位：％）

（5）　利益への影響
　　  ※「既に影響が出ている」「今後影響が予想される」と回答した企業
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別表5　主要景気指標（全国）

※2010年12月のGDP成長率は、同年10－12月期の数値

項　目 GDP
成長率

（四半期は年率換算）

（10－12月期）

鉱工業指数
（2005年＝100）

生　産 出　荷 製品在庫
前年比指　数前年比指　数前年比指　数先　行一　致実　質名　目

△6.0
2.3
△3.2

△6.8

△6.1

5.0

△5.5
4.4
0.1

△6.6

△2.0

5.6

－
－
72.7
72.7
72.7
9.1
13.6
0.0
77.3
100.0
72.7
27.3
50.0
40.0

－
－
72.7
86.4
90.9
45.5
18.2
18.2
27.3
72.7
72.7
36.4
20.0
50.0

81.1
94.4
98.1
86.8
91.8
88.7
78.9
82.8
96.5
95.4
90.5
98.4
95.3
94.0

△21.9
16.4
5.9
4.6
2.9

△13.1
△13.6
△5.5
△1.7
△3.0
0.4
△3.3
0.1
△4.2

82.1
95.8
100.8
86.2
93.3
95.0
76.8
79.6
97.8
96.2
90.9
102.2
94.5
94.6

△21.3
16.7
5.9
3.2
3.6

△12.1
△16.1
△8.0
△1.8
△3.0
0.2
△2.9
△0.3
△4.6

93.1
96.6
96.6
103.9
105.5
92.6
94.2
102.6
100.2
100.9
103.6
100.5
105.0
107.0

△14.6
3.8
3.8
7.0
6.9
3.5
3.3
7.7
4.0
4.1
5.8
5.5
7.0
8.2

％％％％％

景気動向指数
（DI指数）

年　月
2009年
2010年
2010年
2011年

出　所 内閣府 経済産業省

12月
1月
2月
3月
4月
5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月

項　目 機械受注
（船舶･電力除く民需）

前年比前年比季調値実質前年比前年比販売額前年比戸　数前年比受注額

77,118
82,554
7,234
5,596
6,542
11,389
6,590
6,356
8,904
6,588
6,815
9,718
6,157
6,607

△27.2
7.0
△0.6
5.6
11.5
9.1
△0.2
10.5
17.9
4.0
2.1
9.8
1.5
12.5

788
813
74
66
62
63
66
63
72
83
81
64
67
72

△27.9
3.1
7.5
2.7
10.1
△2.4
0.3
6.4
5.8
21.2
14.0
△10.8
△5.8
△0.3

197,758
195,791
20,793
17,406
14,469
15,115
15,657
15,774
16,033
17,843
15,575
14,728
16,057
16,370

△7.0
△2.6
△1.7
△0.7
0.5
△7.5
△1.9
△2.5
△0.5
0.8
△2.6
△3.6
△1.4
△2.5

△0.1
0.6
△2.8
0.1
0.4

△10.7
△1.6
△0.4
△3.8
△2.7
△5.1
△3.0
△2.0
△4.1

0.47
0.52
0.58
0.61
0.62
0.63
0.61
0.61
0.63
0.64
0.66
0.67
0.67
0.69

△5.2
△0.1
1.2
1.6
1.7
2.0
2.6
2.2
2.5
2.8
2.6
2.5
1.6
1.6

△1.4
△0.7
0.0
△0.6
△0.5
△0.5
△0.4
△0.4
△0.4
　0.2
　0.2
　0.0
△0.2
△0.5

％億円 ％千戸 ％億円 倍 ％％ ％

新設住宅着工戸数 大型小売店販売額（前年比は既存店）
消費支出
（勤労者世帯）

有効求
人倍率

国内企業
物価指数

消費者
物価指数

年　月
2009年
2010年
2010年
2011年

出　所 内閣府 国土交通省 経済産業省 総務省 厚生労働省 日本銀行 総務省

12月
1月
2月
3月
4月
5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月

項　目 無担保コールレート
翌日物（平均・％）

新発10年国債
利回（月末・％）

日経平均株価
（月末・円）

1年スーパー定期300
（月末・％）

長期プライムレート
（月末・％）

0.062
0.069
0.069
0.073
0.081
0.080
0.081
0.077
0.078

1.200
1.150
1.130
1.080
1.030
1.020
1.045
1.065
0.980

9,849.74
9,693.73
9,816.09
9,833.03
8,955.20
8,700.29
8,988.39
8,434.61
8,455.35

0.040
0.040
0.040
0.040
0.040
0.030
0.030
0.030
0.030

1.70
1.55
1.50
1.50
1.35
1.40
1.40
1.40
1.40

年　月
2011年

出　所 日本銀行 日本相互証券 日本経済新聞社 大阪東信用金庫 みずほコーポレート銀行

4月
5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月
12月

※消費支出は２人以上の世帯で農林漁業世帯を除く､有効求人倍率はパートを含む、消費者物価指数は2010年＝100に基準変更

企業プロフィール
エヌケーエヌ株式会社  （ISO9001認証取得企業）

○創　業 1958年（昭和33年）
○会社設立 1964年（昭和39年）
○資本金 14,000千円
○本社・工場 〒577-0007  大阪府東大阪市稲田本町1-25-5
 TEL  06-6745-2280　  FAX  06-6744-1024 
○川俣工場 〒577-0063　大阪府東大阪市川俣1-9-19
○主要営業品目 等速ドライブシャフト、産業用等速ジョイント
 自動車関連部品（サスペンション・ステアリング）
 産業用機器部品、医療機器部品、油圧機器部品

等速ジョイントのトップメーカー
　エヌケーエヌは、1958年に中辻鉄工所として創業
した。旋盤加工からスタートしたが、いち早くマシニン
グセンタなどの先端設備を導入、自動車部品を中心
に各種精密金属部品の製造を通じ、加工技術の開
発に取り組んだ。
　大きな転機となったのが、1980年代前半、ＦＦ車の
普及を先取りした自動車用等速ジョイント（ドライブシ
ャフト）の開発である。
　トラックなどで使われるクロスジョイントと異なり、振
動が発生しにくく動力の伝達効率が高い等速ジョイ
ントはＦＦ車、特に乗り心地が重視される乗用車には
必要不可欠な部品だが、高精度が要求され、またア
ール加工が難しい。これらの課題をこれまで培った
加工技術でクリアし、1985年、補修用として東南アジ
アや中東など海外に向け製造販売を開始した。
1993年には国内販売も開始し、今ではロシアなど新
興市場も開拓しつつある。
　エヌケーエヌの強みは、品質と多品種少量の品揃
えにある。厳しい気候や悪路など苛酷な使用環境で
の優れた耐久性、国産自動車であれば全車種に対
応可能な品揃えとご注文への即応体制により、国内
外のユーザー様から広くご支持をいただいており、
補修用等速ジョイントでは世界トップの地位を誇って
いる。

産業用等速ジョイントで新市場を開拓

　自動車用等速ドライブシャフトは今や主力事業に
成長したが、これにとどまることなく、長年、築き上げ
てきた技術を新分野で活かすため、産業用等速ジョ
イントの開発と普及に力を注いでいる。
　取り付け角度があっても駆動軸の回転速度を等し
く伝えることができる等速ジョイントは、ものづくりにお
いて、製品の仕上がり精度や測定精度が向上する
など大きなメリットがある。
　エヌケーエヌでは、各産業において様々な用途で
利用できる小型等速ジョイントをご提供しているが、
昨年、お客様のご要望にお応えし大型の等速ジョイ
ントを開発した。この製品は、内部構造に工夫を加え
ることにより、従来のものと比較して大きなトルク、大き
な面間許容範囲の両立を実現したもので、圧延機な
ど大型設備の性能アップに寄与する画期的なもので
ある。
　これからも技術力向上に努め、お客様のニーズに
的確にお応えする製品をご提供し、ものづくりに貢献
するとともに、製品を地元ブランドに高めるべく努力し
てまいりたい。

代表取締役社長
　中辻　忠雄　氏

乗用車用等速ジョイント 産業用等速ジョイント
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別表5　主要景気指標（全国）

※2010年12月のGDP成長率は、同年10－12月期の数値

項　目 GDP
成長率

（四半期は年率換算）

（10－12月期）

鉱工業指数
（2005年＝100）

生　産 出　荷 製品在庫
前年比指　数前年比指　数前年比指　数先　行一　致実　質名　目
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－
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－
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5.9
4.6
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△3.0
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5.8
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8.2

％％％％％
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5月
6月
7月
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前年比前年比季調値実質前年比前年比販売額前年比戸　数前年比受注額
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6,588
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△27.9
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2.7
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6.4
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△5.8
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△2.6
△1.7
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0.5
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△1.9
△2.5
△0.5
0.8
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△3.6
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△2.5

△0.1
0.6
△2.8
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△10.7
△1.6
△0.4
△3.8
△2.7
△5.1
△3.0
△2.0
△4.1

0.47
0.52
0.58
0.61
0.62
0.63
0.61
0.61
0.63
0.64
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0.67
0.67
0.69

△5.2
△0.1
1.2
1.6
1.7
2.0
2.6
2.2
2.5
2.8
2.6
2.5
1.6
1.6

△1.4
△0.7
0.0
△0.6
△0.5
△0.5
△0.4
△0.4
△0.4
　0.2
　0.2
　0.0
△0.2
△0.5

％億円 ％千戸 ％億円 倍 ％％ ％

新設住宅着工戸数 大型小売店販売額（前年比は既存店）
消費支出
（勤労者世帯）

有効求
人倍率

国内企業
物価指数

消費者
物価指数

年　月
2009年
2010年
2010年
2011年
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12月
1月
2月
3月
4月
5月
6月
7月
8月
9月
10月
11月

項　目 無担保コールレート
翌日物（平均・％）
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利回（月末・％）

日経平均株価
（月末・円）
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（月末・％）
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（月末・％）

0.062
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0.080
0.081
0.077
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1.030
1.020
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0.040
0.040
0.040
0.040
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0.030
0.030
0.030
0.030
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1.35
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※消費支出は２人以上の世帯で農林漁業世帯を除く､有効求人倍率はパートを含む、消費者物価指数は2010年＝100に基準変更
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　大きな転機となったのが、1980年代前半、ＦＦ車の
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ール加工が難しい。これらの課題をこれまで培った
加工技術でクリアし、1985年、補修用として東南アジ
アや中東など海外に向け製造販売を開始した。
1993年には国内販売も開始し、今ではロシアなど新
興市場も開拓しつつある。
　エヌケーエヌの強みは、品質と多品種少量の品揃
えにある。厳しい気候や悪路など苛酷な使用環境で
の優れた耐久性、国産自動車であれば全車種に対
応可能な品揃えとご注文への即応体制により、国内
外のユーザー様から広くご支持をいただいており、
補修用等速ジョイントでは世界トップの地位を誇って
いる。

産業用等速ジョイントで新市場を開拓

　自動車用等速ドライブシャフトは今や主力事業に
成長したが、これにとどまることなく、長年、築き上げ
てきた技術を新分野で活かすため、産業用等速ジョ
イントの開発と普及に力を注いでいる。
　取り付け角度があっても駆動軸の回転速度を等し
く伝えることができる等速ジョイントは、ものづくりにお
いて、製品の仕上がり精度や測定精度が向上する
など大きなメリットがある。
　エヌケーエヌでは、各産業において様々な用途で
利用できる小型等速ジョイントをご提供しているが、
昨年、お客様のご要望にお応えし大型の等速ジョイ
ントを開発した。この製品は、内部構造に工夫を加え
ることにより、従来のものと比較して大きなトルク、大き
な面間許容範囲の両立を実現したもので、圧延機な
ど大型設備の性能アップに寄与する画期的なもので
ある。
　これからも技術力向上に努め、お客様のニーズに
的確にお応えする製品をご提供し、ものづくりに貢献
するとともに、製品を地元ブランドに高めるべく努力し
てまいりたい。

代表取締役社長
　中辻　忠雄　氏
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○「ひがしんＥネット定期」の取り扱いを開始（10月3日）
インターネットでお申込ができる定期預金商品“ひがしんＥネット定期”の取り扱いを開始しました。
この商品は、平日ご来店いただけないお客様の利便性を高め、ＣＳ

（お客様満足度）の向上に資することを目的に発売したもので、３つの
メリット（①ご来店不要　②「ひがしんＥネット定期」ならではのおトク
な金利　③日本全国どこからでもお取引ОＫ）があります。
資料請求は、インターネットやフリーダイヤルで受け付けています。
詳しくは当金庫ホームページ（http://www.osaka-higashin.co.jp/）
をご覧ください。
○「ひがしんふれあい倶楽部」観劇会を開催（11月2日）
新歌舞伎座で、ひがしんふれあい倶楽部観劇会「北島三郎特別公
演」を会場貸し切りで開催しました。
今回は北島三郎の芸道50周年記念公演でもあり、早朝より多数の

お客様にご来場いただき、会場は1,400人を超え満員となりました。公
演は、第1部「清水の暴れん坊」、第2部「ヒットパレード」の2部構成で、
お客様に迫力ある舞台を存分にご堪能していただきました。
○「テクノメッセ東大阪２０１１」に協賛（11月9日～10日）
東大阪商工会議所主催の第24回東大阪産業展「テクノメッセ東大
阪2011」がマイドームおおさかで開催され、当金庫も協賛企業として
ブースを設け参加しました。
展示場では生産財、消費財、ビジネス交流サイト、ビジネスサポータ

ーズサイト、東北支援サイトなど幅広い分野の企業（81社・団体）が出
展し、各社自慢の製品が展示されました。当金庫のブースでは、ひがし
んビデオキャスティングの映像、および金庫のテレビコマーシャルを放
映するとともに、「中国・東南アジアビジネス支援」、「技術相談支援」な
どのコンサルティング業務を来場者に紹介しました。
○「ひがしんビデオキャスティング」参加企業一覧ＶＯＬ.１を発刊（12月）
動画映像でお取引先企業の経営理念、技術、製造工程、製品・商

品等を当金庫ブログで紹介し、販路拡大や企業間マッチングを支援
する「ひがしんビデオキャスティング」参加企業35社を収録した“参加
企業一覧VOL.1”を発刊し、全国の信用金庫、信金中央金庫、お取引
先企業等に配布しました。現在も「ひがしんビデオキャスティング」参加
企業の募集を行っております。

発行　平成24年2月
　　　株式会社　ひがしん総合研究所
　　　　〒581－0003　八尾市本町2丁目9番17号
　　　　　　　　　　（大阪東信用金庫コミュニティセンター内）
　　　　Tel　072（923）2612　Fax 072（923）2801
　　　　E－mail : souken@ever.ocn.ne.jp

《調査結果のポイント》

１．全業種の業況判断ＤＩはマイナス9.5（前期比+6.9ポイント）と2期連続で改善した。東
日本大震災の影響で延期されていたメーカーの設備投資の実施、および生産調整が行わ
れていた自動車の増産に伴う関連企業の一時的な受注・売上の増加等が、業況判断ＤＩ
の水準を押し上げた。

２．平成24年の日本の景気見通しについては、79.2%の企業が「悪い」と回答した。震災の
影響が残るなか、歴史的な円高や欧州債務危機、中国経済の減速などの懸念材料は多く、
大半の企業が厳しい見方をしている。また、平成24年の売上額については、「減少す
る」と回答した企業が31.7%と「増加する」30.1%を上回った。

３．ＴＰＰへの参加により事業で「プラス影響が期待できる」と回答した企業が18.5%、「マ
イナス影響が懸念される」は22.9%で、マイナス影響がプラス影響を上回った。ただし、
「わからない」が37.8%と約4割を占めており、影響については不透明とする企業が多い。

４．ＴＰＰ参加の是非については、賛成する企業が48.1%と反対の20.6%を大きく上回った。
回答企業の内容を見ると、参加により事業で「マイナス影響が懸念される」と回答した
企業の3割、「影響はない」とした企業の5割が賛成しており、反対を大きく上回る結果
となった。賛成理由は「日本経済の成長に寄与する」が29.9％、「日本が世界から取り
残される」26.4%などとなっている。自社に及ぶ影響内容は必ずしも是非の判断に結び
ついておらず、日本経済全体の観点から判断した企業が多かった。

５．タイの洪水による影響の有無について、「既に影響が出ている」と回答した企業が3.1%、
「今後影響が予想される」は12.8%であった。「影響はない」は84.1%で、影響ありとする企
業は15.9%に及ぶ。影響の内容は、「受注・売上の減少」が48.4%、「製品出荷・納入の停
滞」41.9%、「取引・商談等の中止・延期」25.8%などとなっており、販売面での悪影響をあ
げた企業の割合が高かった一方、仕入面で「資材、部品等調達の停滞」は7.5%にとどまった。
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